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研究成果の概要（和文）：本研究では、研究不正問題が国際的にももっとも早い時期に「問題化」
された米国の事例に着目し、研究不正行為が研究者コミュニティのみがかかわる問題としてで
はなく、科学者コミュニティの外部（社会）にとっても重要な問題として認識され、研究不正
への取り組みが開始し、研究者倫理が生成・制度化してきた経緯を明らかにした。また、1990
年代以降の研究倫理問題の国際化の進展についても明らかにすることで、研究者倫理の国際比
較を行い、米国における「研究者倫理」の生成プロセスの特質を浮き彫りにした。 

研究成果の概要（英文）：In this study, the development of research integrity in the United 
States since 1970s is examined, where the research misconduct was socially problematized 
and the misconduct policy was institutionalized. And the research misconduct issues in 
the international context are also revealed.  

交付決定額 
（金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

２００９年度 1,400,000 420,000 1,820,000

２０１０年度 900,000 270,000 1,170,000

２０１１年度 800,000 240,000 1,040,000

 計 3,100,000 930,000 4,030,000

研究分野：総合領域 

科研費の分科・細目：科学社会学・科学技術史 科学社会学・科学技術史 

キーワード：科学技術社会論（ＳＴＳ） 

１． 研究開始当初の背景 
近年、国内外において、研究データの捏造、

改ざん、盗用などの研究不正（research 
misconduct）が相次いで発生し、社会問題化
している。そのなかで、行政、研究機関や学
協会において、倫理綱領やガイドラインの策
定、不正行為に関する告発体制の整備、研究
者倫理教育の実施など、さまざまなかたちで
研究者倫理を確立するための取り組みが進
められている。 

研究者倫理に関して、これまでのところ、
わが国では実践的な取り組みが先行してお
り、諸外国で蓄積されてきたような研究不

正・研究倫理をめぐる学術的な研究の蓄積は
乏しい。とりわけ、研究不正行為の社会問題
化をめぐる検討はおろか、研究不正問題をめ
ぐる実証的な研究は、山崎茂明氏らによるご
く少数の研究をのぞけば、ほとんど見受けら
れない。 
翻って諸外国の状況を見ると、とりわけ

1980 年代から研究不正問題が重要な政治的
課題として焦点化された米国では、実際の研
究不正に関する事例情報が蓄積されてきた。
そのなかで、研究不正に関する調査研究が、
学術的な研究の対象として位置付けられ、研
究不正の定義をめぐる議論の展開の検討や、
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不正行為への取り組みの歴史的経緯に関す
る研究も、一部ではあるが進められてきた。 

２．研究の目的 
 研究不正行為は、北米では 1980年代から、
欧州では 1990 年代から、そしてアジアでは
2000 年以降に社会問題化してきた。それは、
上述したように、たんに深刻な研究不正問題
の発生時期の違いという文脈のみで理解さ
れるべき問題ではなく、そのような行為を問
題視するような認識の浮上と、研究活動と社
会との関係の変化を踏まえて理解する必要
がある。 
本研究では、研究不正問題が国際的にもも

っとも早い時期に「問題化」された米国の事
例に着目し、研究不正が、たんに研究者コミ
ュニティのみがかかわる問題としてではな
く、文字通り「社会的な」問題として認識さ
れ、さまざまな「関係者」を巻き込みながら
（ここでは、だれが「関係者」なのかという
点も、大きな争点となった）議会やメディア
で大々的に議論されるなかで、研究不正への
対応が形作られ、そのなかで研究者倫理が生
成してきた経緯について調査を行う。 
 また、その際、米国では、研究不正への対
応において、研究不正の調査を大学・研究機
関が中心となって実施するのに対して、北欧
諸国では、資金拠出機関などの行政機関が直
接、調査を実施することがしばしば指摘され
る。そのような対応の違いには、研究不正へ
の取り組みにおいて、行政組織や社会と研究
者コミュニティがどのような役割を担い、い
かなるイニシアティブをとるのかをめぐる
議論が背景にある。したがって本研究では、
適宜、北欧諸国をはじめとした、諸外国にお
ける研究不正行為をめぐる対応状況や動向、
歴史的経緯についても参照し、それとの比較
のなかで、米国における「研究者倫理」の生
成プロセスの特質を浮き彫りにする。 

３．研究の方法 
(1) 研究枠組みの検討 

・研究不正行為、研究者倫理に関する先行
研究のサーベイ 
・研究活動と社会との関係に関する先行
モデルの検討 

(2) 米国における研究者倫理の生成過程に
関する研究 

・研究不正行為が政治的アジェンダに浮
上するきっかけとなった、1981 年の下院科
学技術委員会での議論と、それに対する研
究者や学協会による反応に関する調査 
・ 1989 年、国立衛生研究所に、研究不正
行為に対応する組織として科学公正審査
局（のちの研究公正局）が設置された経緯
とそれをめぐる議論に関する調査 
・「研究不正行為」の定義の歴史的変遷と、

その定義をめぐる規制当局・学協会による
議論に関する調査（「研究不正行為」の定
義は、学協会と規制当局のあいだでの議論
の争点であり、またそもそも、連邦政府機
関間でも定義が共通化されたのは、2005 年
のことだった） 
・代表的な学協会（全米科学アカデミー、
全米科学振興協会（AAAS）など）による研
究不正行為に関する調査・報告・提言の作
成過程に関する調査 
・その他、代表的な研究不正事例や、研究
機関による研究不正への取り組みなどに
関する調査 

(3) 研究者倫理に関する諸外国の取り組み
の調査 

・研究不正への対応において、米国と対照
的な対応方法をとっている北欧諸国をは
じめとして、諸外国における研究者倫理へ
の取り組みに関するサーベイ調査とその
モデル化 

４．研究成果 
(1)米国における研究者倫理の生成 
①研究不正行為が、研究者コミュニティの枠
を超えて、社会的政治的争点として位置付け
られ、行政や規制機関による介入・関与を背
景として研究者倫理が制度化されてきたプ
ロセスについて、１９８０年代以降の米国で
の展開に注目して検討した。米国研究公正局
や米国科学アカデミー等関係機関の報告書
や発行文書、関連資料の系統的な調査・分析
や、研究公正性に関する国際会議など関連す
る会議の参加・関係者からの情報収集、科学
技術政策関係者や科学技術政策研究者・科学
技術社会論研究者等との意見交換等を通し
て、研究倫理研究者倫理をとりまく米国の科
学技術政策の変化・動向を明らかにした。 

米国における研究者倫理の生成プロセスと
して、 
・研究不正行為の問題化（1980 年代） 
・研究不正への対応の制度化（研究公正局の
設置、ガイドラインの策定等）（1990 年前後） 
・研究不正対応から研究公正性への移行
（1990 年代） 
・研究公正性に関する取り組みの国際連携
（2005 年頃～） 
とうい時代区分が設定された。 

米国では研究活動における「不正行為」に
ついて、捏造・改ざん・盗用(Fabrication, 
Falsification, Plagiarism: FFP)のほか、
論文作成に寄与していない研究者の著者と
しての掲載や、研究成果の重複発表など、
「（FFP 以外の）一般に認められた研究慣行か
らの重大な逸脱行為」を不正行為に含めるべ
きか否かについて、早くから議論が繰り広げ



られてきた。 
1992 年に発表された報告書で、「その他の逸

脱行為」を不正行為の定義から除外するべき
だと主張した米国科学アカデミーに対して、
全米科学財団や公衆衛生局では、最近まで、
「その他の逸脱行為」をその定義に含めてき
た。そこでの争点は、FFP の範疇には入らな
い重篤な問題が発生したときに、なんら対応
できなくなってしまうことを避けたい規制
サイドと、「その他の逸脱行為」のような曖
昧な規定が研究活動を萎縮させることを恐
れる科学者コミュニティとの対立というの
が、中心的な問題だった。ただし後者も、そ
れらの問題についての対応を行わないとい
うわけではなく、先述の米国科学アカデミー
報告書では、懸念ある行動（代表例として、
①重要な研究データを、一定期間、保管しな
いこと、②研究記録の不適切な管理、③不適
切なオーサーシップ、④研究試料・研究デー
タの提供拒絶、⑤不十分な研究指導、学生の
搾取、⑥研究成果の不誠実な発表（とくにメ
ディアに対して））を「懸念ある研究慣行
（Questionable Research Practices）」と名
付け、研究倫理教育や研究環境の整備などを
進めることによって、「責任ある科学」の推
進をはかろうとするものであった。 

責任ある研究活動を促進するための取り組
みとして、医学研究所と研究評議会 が 2002
年に発表した報告書『科学研究におけるイン
テグリティ』（IOM 2002）では、研究データ
の捏造など問題ある行為を抑止し、責任ある
研究活動の遂行を促進するような環境を創
造するための方策の検討を課題に掲げた。そ
こで、研究活動に大きな影響を与えるものと
考えられる環境・組織要因に対する包括的な
アプローチが試みられた。そこでは環境構築
のための課題として以下の提言がなされた。 

・研究費配分機関は、リサーチ・インテグリ
ティを同定・評価する研究への研究助成を実
施する 
・すべての研究機関は、各機関の環境に適合
したさまざまなアプローチによって、リサー
チ・インテグリティを促進する包括的なプロ
グラムを開発・実施する 
・研究機関は、責任ある研究活動を促進する
ような効果的な教育プログラムを実施する 
・研究機関は、継続的な質の向上のためのプ
ロセスのなかで、自己評価と外部評価を利用
して、研究環境のインテグリティを評価し向
上させる 
・リサーチ・インテグリティに関する機関自
己評価を既存の認証評価の中に位置付ける 
・研究公正局は積極的にリサーチ・インテグ
リティに関する機関自己評価・外部評価に取
り組んでいる機関の公開データベースを作

成し維持する 

不正行為の発生や責任ある研究活動の実
現に大きな影響を与える環境・組織要因に包
括的にアプローチし、リサーチ・インテグリ
ティを促進するような環境・組織を実現しよ
うとする同報告書の試みは、研究不正行為・
懸念ある研究行為の発生の抑止へと向けた
研究倫理の取り組みの変化を象徴するもの
である。 

②米国で研究不正行為に対する社会の視
線・扱いがどのように変化したかを調査する
ため、メディアにおける代表的な研究不正問
題の扱いに関する調査などを行った。とくに、
第二次大戦後、NewYorkTimes などの各種新聞
に掲載された関連記事を系統的に調査し、そ
の分析を行った。この結果については、その
後の追加調査の結果を踏まえて、論文に取り
まとめる予定である。 

(2)米国以外の国での取り組みとして、米国
とは対照的なかたちで研究不正への対応が
展開したデンマーク、2000 年代に入って研究
不正の問題が表面化した韓国・日本の事例に
ついて、とくに調査検討を行うとともに、イ
ギリス・フランス・ドイツなど諸外国の動向
についても調査・検討した。 
調査方法として、文献調査や関係者の聞き

取り、第２回研究公正性国際会議への参加と
その準備ワーキンググループへの参加をと
おして、諸外国や国際機関、学術誌等におけ
る研究倫理への取り組みの動向について情
報収集・意見交換を行い、モデル化を行った。 

①デンマークの事例について、デンマーク科
学技術イノベーション庁研究不誠実性委員
会 （ Danish Committee on Scientific 
Dishonesty）を訪問調査し、デンマークにお
ける取組の歴史的展開についてインタビュ
ーするとともに、科学者コミュニティによる
同委員会への認識について関連する研究者
に聞き取り調査を実施した。デンマークでは、
ロンボルグ著『Skeptical Environmentalist』
が研究不正への対応をめぐって大きな議論
を巻き起こし、デンマーク研究不誠実性委員
会の活動にも大きな影響を与えたことや、研
究倫理の制度化をめぐるモデル作成におい
て重要な示唆を与えることが明らかになっ
た。 

②韓国の事例について、大韓民国日本領事館
を訪問調査し、韓国における取組の現状・体
制について聞き取り調査を行った。 

以上の調査や、他の国々の動向に関する文
献調査・インタビュー等を通して、以下の点



が明らかになった。研究不正への対応をめぐ
っては、大きく分けて 2 つのモデルがある。
大学・研究機関が基本的に調査を実施するモ
デルと、資金拠出機関などの行政機関が調査
を実施するモデルである。 
北米型：科学者コミュニティとの激しい論

争をとおして、米国では研究不正の調査の実
施は、基本的には大学・研究機関に委ねられ
ている。日本、イギリス、ドイツ、フランス
などがこのモデルを採用している。ただしこ
の場合でも、米国では、小規模な大学・研究
機関の場合や、直接、告発が寄せられた場合
には、政府機関が直接、調査をおこなうこと
もある。また、たとえば米国科学財団では、
大学・研究機関における調査結果にかならず
しも束縛されず、追加調査を実施することも
ある。 
 北欧型：デンマーク、ノルウェー、フィン
ランドなど北欧を中心とする諸国、また、中
国、韓国では、研究不正の調査を行政機関が
実施している。ただしこの場合でも、研究不
正案件が比較的、軽微なものについては、大
学・研究機関が調査を実施することもある。 

さらに詳細な分析結果については、現在、
論文としてとりまとめているところである。 
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